
 【石綿による健康被害の救済に関する法律に基づく裁決】 （別紙）

審査請求の概要
処分庁への
申請年月日

原処分年月日

取り消し
　未申請死亡者には著しい呼吸機能障害が認められる。
　石綿ばく露歴について、申請中死亡者の職歴から大量の石綿へのばく露歴が認められ
る。さらに、留意事項が石綿肺について準用する肺がんについての石綿ばく露量の基準の
一つでは、「肺組織切片中の石綿小体」について「標準的な肺組織の薄切標本の中に十分
な長さの石綿小体が光学顕微鏡で確認された場合をいうものであり、複数の肺組織切片を
作製した場合には、そのいずれにも石綿小体が認められる必要があること。」とされてい
る。本件では病理解剖に係る肺組織標本では石綿小体が１切片に１本以上認められ、この
基準を満たしており、石綿肺を発症するだけの石綿ばく露歴が認められる。
　次に、石綿肺と認められるかについて検討する。留意事項は「石綿肺は、病態としては
びまん性間質性肺炎・肺線維症の一種である。このため、医学的判定に当たっては、石綿
以外の原因による、あるいは原因不明のびまん性間質性肺炎・肺線維症との鑑別が必要で
ある。」としている。放射線画像所見は、石綿肺に特徴的な所見は認められないものの、
間質性肺炎・肺線維症は明らかである。また、病理学的所見は、石綿小体は最低各切片に
１本以上あり、線維化の強い部位には石綿小体がしばしば認められ、石綿による間質性肺
炎・肺線維症と矛盾しないという結果である。

　以上のとおり、未申請死亡者の肺病変は、画像上も病理所見上も間質性肺炎・肺線維症
であることは明らかである。ところで、厚生労働省「平成27年1月1日施行の指定難病（告
示番号1～110）」の「告示番号85：指定難病名　特発性間質性肺炎」の「概要、診断基準
等」では、「特発性間質性肺炎は原因を特定しえない間質性肺炎の総称」であり、特発性
肺線維症（IPF)を例に挙げ「明らかな原因となるような粉じん曝露はIPFの除外疾患にな
る。」と明確にうたっている。この考え方によると、本件のように石綿肺を発症する石綿
ばく露量があったと考えられる場合、「石綿以外の原因による、あるいは原因不明のびま
ん性間質性肺炎・肺線維症」と判定するには無理があり、総合的に判断すれば石綿肺と判
定することが相当である。
　以上から、未申請死亡者は著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺にり患し、これに起因して
死亡したものと認められるから、不認定とした原処分を取り消す。
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埼玉県
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平31.3.15
肺がん

療養手当の支給

棄却
　本件は、石綿による健康被害の救済に関する法律（以下「法」という。）第１６条第１
項に係る療養手当の請求について不支給とした原処分についての審査請求であり、争点
は、請求人がかかったと認められる指定疾病である肺がんにつき、本件認定につき法第６
条第１項が指定疾病の種類に応じて政令で定める期間（以下「有効期間」という。）に該
当する期間が存在するかである。
　この有効期間は、肺がんについては５年と規定されており（法施行令第２条２号）、本
件認定に係る肺がんが５年の有効期間内に治癒していたかどうかにつき検討する。
肺がんについては、平成２１年１０月２６日に手術を受け、その後５年を経過した平成２
６年１２月９日まで経過観察を受けたが再発せずに治癒したことが認められ、また、続発
症は認められない
　ところで、法第４条第４項は、「認定は、当該認定に係る指定疾病の療養を開始した日
（その日が当該認定の申請のあった日の３年前の日前である場合には、当該申請のあった
日の３年前の日。以下『基準日』という。）にさかのぼってその効力を生ずる。」と規定
する。本件では、療養手当請求をしたのは平成３０年２月１日であるから、本件における
基準日はその３年前の日である平成２７年２月１日となる。そうすると、同日には、上述
のとおり認定疾病は既に治癒していると認められ、また、続発症も認めることはできない
から、本件認定は有効期間内にないと認められる。したがって、本件認定はその効力を有
さず、療養手当支給は認められない。
  よって、原処分は相当であり、本件審査請求を棄却する。

　審査請求人は、本
人。
　審査請求人は、療養
手当の不支給決定を不
服として審査請求。

平30.2.1 平31.3.6

　審査請求人は、未申
請死亡者の妻。
　審査請求人は、未申
請死亡者が、石綿を吸
入することにより指定
疾病である著しい呼吸
機能障害を伴う石綿肺
にり患し、死亡したと
認められなかったこと
を不服として審査請
求。

平30.5.13 平30.11.2
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構
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著しい呼吸機能障害を
伴う石綿肺

特別遺族弔慰金・特別
葬祭料

令和２年12月11日(金) 　裁決の概要

処分庁 審査請求人
審査請求
年月日

指定疾病の区分
及び

審査請求の趣旨

参　　　　　　　考

裁決の概要

1



 【石綿による健康被害の救済に関する法律に基づく裁決】 （別紙つづき）

審査請求の概要
処分庁への
申請年月日

原処分年月日
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認定

棄却
　石綿健康被害救済制度における中皮腫の医学的判定においては、病理学的所見なしに中
皮腫であると判定することはできないものであるところ、本事案においては、病理組織検
査も細胞診検査も実施されていないため、中皮腫と判定することはできないといわざるを
得ない。なお、放射線画像上は、前縦隔腫瘍とその右胸膜播種が疑われる。また、仮に原
発性肺がんであったとしても、胸部エックス線画像でも胸部CT画像でも胸膜プラーク及び
肺線維化所見は認められず、発症リスクを２倍以上に高める石綿ばく露を推定させる医学
的資料は提出されていないから、石綿を吸入することにより、発症したものとは判定でき
ない。したがって、原処分は相当である。

　審査請求人は、申請
中死亡者の子。
　審査請求人は、申請
中死亡者が、石綿を吸
入することにより、中
皮腫にり患したとして
申請。

平30.11.14 平31.2.4

4
独立行政法人
環境再生保全機
構

足立区の女性 令元.6.1

中皮腫

特別遺族弔慰金・
特別葬祭料

棄却
　放射線画像所見では、鑑別診断として癌性胸膜炎、中皮腫があげられ、中皮腫として矛
盾はしないが、病理学的診断については、病理標本がなく中皮腫かどうか判断できない。
したがって、中皮腫と判定することはできず、不認定とした原処分は相当と認められる。

　審査請求人は、未申
請死亡者の妻。
　審査請求人は、未申
請死亡者が、石綿を吸
入することにより、中
皮腫にり患し、これに
起因して死亡したとし
て申請。

平31.2.18 令元.5.9
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